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会計原則展開におけるリトルトンの理論
長 谷
?
丸
I 序説
1930年代の初頭，アメリカ合衆国において会計原則問題が会計実務的にも，
また学会においても，特に重要な中心的課題の一つとして登場したのである。
当初，会計一般の実務の規範として「一般に認められた会計原則」が適用せら
れ，また，公共会計士による会計監査においても監査報告書中にこの呼称が用
いられてきたのである。ところが，この原則の会計実務実践の規範として，そ
の適正性を左右する意味内容が不明確であり，したがって理論的にも多くの問
題が続出したのである。以来， アメリカ会計学会 (AAA)やアメリカ会計士
協会 (AIA.AICPA)を中心として多くの会計原則の研究，公表となって今日に
およんでいる。
会計原則の問題化当初より，中心的な学者の一人としての A.C.リトルトン
はAAA会計原則形成にも関係があり，特に W.A.ペイトンとの共著「会社
会計基準序説」は会計原則論的にその意義が非常に重要である。また1950年代
にかけて，彼独自の会計学理論，会計原則銀を確立している。
アメリカ会計原則の生成展開の流れの中にリトルトンの会計原則の意義と内
容，その理論を考察するのが小稿の目的である。
l[ アメリカにおける初期の「一般に認められた会計原則」
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アメリカ合衆国において，企業の会計諸記録の統一方式とその解釈について
の問題意識が徐々に生成してきたのは19世紀の末頃からであった。それは所得
税法 (IncomeTax Laws)や，企業の生成発展に伴い，銀行より融資を受けるに
当って，その企業の信用調査としての貸借対照表監査が行われるようになった
ことによる。このように，企業と債権者としての銀行の自由な立場から行われ
る監査の必要性にもとづいて，会計の統一的概念が問題化してきたものである。
特に， 1917年4月には AIAは連邦通商委員会 (FederalTrade Commission) 
の要請によって「貸借対照監査に関する覚え書」 (Memorandum on Balance 
Sheet Audits)が作成せられ， これが銀行資金を求める会社の使用のために，
「統一会計」 (UniformAccounting) という標題のもとに連邦準備局(Federal
Reserve Board)によって刊行されている1)。
その後第一次世界大戦から1920年代にかけて，アメリカ経済界は非常な好況
にあったが，突如として1929年秋におけるニューヨーク株式市場の株価暴落に
端を発して経済恐慌へ突入した。当然，景気回復のための施策に関心が持た
れ，株式取引所の運営と上場証券発行企業の財務報告についてもきびしい批判
を浴びたのである。このような社会事情において， 1930年代の初頭より企業会
計実践のための規範をなすべき会計原則に対する関心がとみに高まり，各界よ
り諸説が続々と表明せられるに至ったのである。 1933年に証券法 (Securities
Act), 続いて翌年に証券取引法 (SecuritiesExchange Act) がアメリカ議会を
通過し， 公布せられ， 後者が証券取引委員会 (Securitiesand Exchange Com-
mission)を創設したことは周知のことである。
ニューヨーク証券取引所は株式上場企業の財務報告書改善のために，会社の
役員 (Corporateofficials) 管理協会 (ControllersInstitute)及びAIAに援助
を求めた。 AIAはこれがために特別委員会を設置したのである。この委員会
において活発な討議がなされ， 1932年より1939に至る間に，証券取引所との間
1) Carman G. Blough "Development of Accounting Principles in The United 
States" Berkeley Symposium, January 1967, pp. 13-14 
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に意見の交換がなされた。 AIAの1934年公刊の「会社会計の監査」 (Audits 
of Corporate Accounts)は上記の特別委員会と証券取引所との通信文の公開さ
れたものである2)。「会社会計の監査」の中にて AIAは五つの会計原則と監
査報告の新しい様式を提案し，初めて，監査人が会計諸記録が， 「認められた
会計原則」 (acceptedprinciples of accounting)に従って提出されているかどう
かということを述べるべきであるということを勧告したのである3)。
AIAの特別委員会を構成する委員達は，当時一流の六つの会計事務所の学
識経験豊かな優秀といわれる会計士によって選任構成せられていたのである
羞）。このAIAの特別委員会の会計士達と証券取引所との間において到達した
結論に対して，管理協会の委員会が承認を与えるという方式がとられた。よっ
て，ここにおける最終的な勧告は， 当時関係のある有力な人々， 会計の専門家
を通じて認められたものであるという点にて，その権威を認め，会計原則とし
ての適正性を期したのである。したがって，このような権威者達によって形成
せられた前述の「会計五原則」は「一般に認められた会計原則」として受け入
れられたのである。当時の企業会計はこの「一般に認められた会計原則」を基
準として実施せられ，しかもその会計方法の適用において一貫性が保たれ，一
般に開示することが要件として求められ，さらに公共会計士がそれを監査する
ことによって，会計報告の妥当性信頼性があるものと一応社会的に納得せられ
たのである5)。
皿 その後の会計原則の展開と「会社会計基準序説」
公共会計士が提出する監査報告書に「一般に認められた会計原則」という文
言を用いる慣行が生じ，その報告書を投資家達が信頼し，これによって財務諸
2) Ibid. 
3) Ibid. 
4) Ibid. 
5) Ibid. 
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表の作成責任が果されることであった。 しかし， 「一般に認められた」という
ことは当時の多数の有力な会計専門家達によって受け入れられて一般に普及し
ていることを意味し，また財務諸表監査において企業の会計処理に関する基準
が会計士の良識としての判断に任せられるとはいえ，その会計原則の本質は極
めて曖昧なものであった1)。そこで， 「一般に認められた会計原則」としての
具体的成文化は当時よりの非常な関心事であった。これが最初のリスト編成と
しての試みが前述の「会計五原則」である。その内容は， (1) 実現主義に関す
る原則， (2) 資本剰余金に関する原則， (3) 利益剰余金に関する原則， (4) 自
己株式に関する原則 (5) 内部利害関係者に対する債権の記載方法に関する原
則 以上の件についての説明的記述である。黒澤教授が指摘せられているよう
に，これは会計原則の体系的表示ではなく，会計の原則的重要項目の単なる例
示にすぎなかった2)。
これらの事柄を契機として，アメリカ合衆国において会計原則論議が俄然活
発化し，それに伴い，会計原則設定成文化が特にAJA,AAAの二大団体に
よって推進せられ，多数のスティトメントが公表せられるに至ったのは周知の
ことである。 AJAとAAAにおいては，それぞれの立場において会計原則形
成にその特色を有し，AIAにては，個々の会計問題について事例的に実務に役
立つべき処理方法を示すという方式をとり， AAAは総合的概念的理論的な立
場より形成するというアプローチがとられた。すなわち， AJAは1939年より
1959年に至る間に51個の「会計研究公報」 (AccountingResearch Bulletins)と
4個の「会計用語公報」(AccountingTerminology Bulletins)を公表し， AAAは
1936年の「会計原則試案」 (ATentative Statement of Accounting Principles) 
の発表に始まり，その後多数のスティトメントを公表しているa)。この二つの
系列において，前述のAJAの「会計五原則」を受けて，さらに会計原則とし
て体系化を意図したのが「SHM会計原則」 (T.H. Sanders, H.R. Hatfield, U. 
1)中島省吾著「会計基準の理論』 27-32頁。
2)黒澤清著「近代会計学』 138-144頁。
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Moore, A Statement of Accountng Principles, 1938)であり， AAAの「1936
年の会計原則試案」に続いて，それの原則としての理論的考察を試みたのが，
ペイトン，リトルトンの「会社会計基準序説」 (W.A.Paton, A.C. Littleton, An 
Introduction to Corporate Accountig Standards, 1940)である。アメリカ会計原
則形成の初頭よりの流れの中において，リトルトンの会計原則概念の位置づけ
性格を知るために，先ず，このペイトンとの共著の「会社会計基準序説」をと
りあげることとする。
企業会計が社会的公共的なものに進展し，ょうやく会計原則に対しての論議
が活発化してきた矢先に， AAAより公表された「会計原則試案」は学会の研
究活動として採択公表せられたものであり， 「試案」の名に示されるように，
会計関係者の間に真剣な討論が行われ，あるべき会計を求めての会計原則とし
ての権威の探究にその目的があったのであるヽ）。この点， AIAよりサンダー
ス，ハットフィールド， ムーア三教授に委嘱せられて， 1938年公表せられた
「SHM会計原則」とは種々な意味において対照的である。
「一般に認められた会計原則」としての諸基準は監査の手続や貸借対照表お
よび損益計算書に記載の多数の項目の処理において，統一性が賦与せられてき
たのであるが，それまで，公共会計士達は伝統的に自己の見解にしたがって非
常に自由に振舞ってきた関係上，会計報告書作成表示に多種多様の形式が生じ
た。また，その財務諸表を解釈する上においても補足的な資料を必要とする程
であった。それは原則に関するいくつかの基本的問題にて，統一的に納得のい
くぺき解明がなされていない場合が存したからであった。それで， AAAの
「会計原則試案」において，企業会計実践上不統一矛盾が次の(A)(B)(C)の諸側面
に集中していることを指摘している。かくして，この会計原則はこれらの諸側
面を中心にして構成されている。その概要は次の如きである。
(A) 原価と価値
3)植野郁太著『財務諸表論研究」 3頁。
4)中島省吾，前掲書， 77頁。
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(1) 物財的資産の評価における，取得原価の費消，費用配分の問題， (2) 受
益的所有権， (3) 固定資産の減価，消耗性資産減耗等の原価減少消滅につい
て，期間的，経営的（繰延，見越，見積等）の判断による認識測定， (4) 改定損
益計算書の必要な修正， (5) 諸原則の広い適用として，固定資産償却について
の引当金，棚卸資産原価等の配分等， (6) 負債利息の性格とその処理， (7) 未
償却原価以外の価値表示の問題
(B) 利益の測定
(8) 損益計算書として費用と収益の対応，包括主義の立場をとる， (9) 損益
計算書の区分（営業活動，経常外的な二区分） (10) 営業的計算区分の内容につい
て， Ul 経常外的区分の内容， U2l 損益計算書に含まれない項目， (13) 期間利
益の不正確に伴う記録の改訂とその処理
(C) 資本および剰余金
閥 資本の区分（払込資本，利益剰余金） U5l 払込資本の発生内容等， U6l 再
取得株式の原価に関する処理， U7l 資本（払込剰余金，剰余性リザーヴ） と損失
填補の問題，⑱ 利益剰余金への振替について，U9l 資本による欠損填補後の利
益剰余金の処理I(20) 財務諸表における資本の明瞭表示，詳細な分析表の添付5)
以上，三つの側面は， (A)は，取得原価主義の立場をとり，資産の取得原価の
費用化の問題であり， (B)においては，会計期間における営業成果に対応する費
用諸項目の表示と，その他の利得損失に対する修正等の完全表示を求めてい
る。 (C)については，酸出された資本とその活用によって稼得せられた剰余金と
の区別と，その保持の原則を貫いている。当時の相当混乱した資本処理の実務
に対しても，「いずれの法にもせよ与えられた法規のもとで認められて便宜的
な条項を会計実践の中に採り入れる必要はない。」6)として，原則の基準的態度
を明確にしている。これらの側面は結局，企業会計の全領域に至る中心的問題
に関する事柄である。「会計原則の適用の最も重要な事例は会社会計の領域，
5)中島省吾訳編著，『A.A.A.会計原則』 25-35頁。
6)同訳書， 33頁。
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特に損益並びに財政状態を外部へ報告する諸表の作製のうちに存する。」7)と云
うように，会計原則の適用は会計の全領域に亘って，すなわち，その全体系に
おける問題である。したがって，会計原則の本質性格の把握，その体系的なス
ティトメント化は企業会計の体系的な領域において考えられなければならない
と云えよう。会計原則は「一般に認められた」という意味について，実務にお
いてその処理方式が慣習的に踏襲せられて広く一般化しているという条件にて
は，原則という資格が実際的にも理論的にも，極めて問題が多く，薄弱である。
産業社会において重要な役割を果すべき企業会計の規範たりうべき会計原則の
規範性は，中島教授が，「会計の理論から導き出された基準，ということが『序
説」のそしてまたAAA会計基準の特色である。」s)と指摘せられるように，会
計理論から導き出された首尾一貫した理論性にこそ求めるべきなのである。
ところが， AAAの「会計原則試案」は基本的には会計理論に依拠して，企
業会計の全体的領域に亘って重要とせられる各項目を列挙して，会計がかくあ
るべしという事柄を示してはいるが，この基準に関する理論性の基礎について
はその説明も方法も充分に尽くされていない。すなわち，結論的に断定的に各
会計基準を提示されているのみである 9)。しかし，これは会計原則としての成
文化であり，その簡約的叙述のため，充分なる論理的説明がなされていないこ
とは，また見方によっては無理のないことであろう。
このAAAの「会計原則試案」が公表せられるや，サンダース，ローレム，
スコット，ハズバンド，ステンプ，リトルトン等の多数の批判が続出した。中
でも， リトルトンの1939年にアカゥンティングレビュウ誌によせられた論評は
後のAAAの「1941年の会計原則」の改訂への媒介の一つをなしたものでもあ
り，重要性をもつものとせられている。それによればリトルトンの会計観，そ
の中心問題は費用と収益との期間的対応の測定であるとする。企業経営におけ
7)同訳書， 25頁。
8)中島省吾，前掲書， 160頁。
9)同，前掲書， 161-162頁。
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る経営事象を取引として認識し，そこでの経営成果として現在の実現収益を把
握し，それに見合う現在の費用を配分対応せしめる。ここに利益計算としての
損益計算書の本質が存し，貸借対照表は将来の費用に関する報告書として理解
せられる。依ってリトルトンにおいては，原価の概念があるが評価の概念を有
しないのである。前に記したように， AAAの「会計原則試案」の理論的立場
はこのリトルトンの立場と同じであることが明らかであるが，その明確な論理
的表示に欠けている。特に企業経営の業績としての収益に関する実現主義の原
則についての記述が不充分である。費用の認識，なかでも，売上原価の把握に
おいて伝統的な低価主義を排して，歴史的原価の配分を基底とするところは，
両者同様であるが，リトルトンは更にこれを強調する10)。黒澤教授はこのリ
トルトン批評に対して総合的に， 「1936年試案に対する内在的な批判であり，
批評というよりは多くの点で弁護論であり，いっそうその根本的態度をあきら
かにするための改定案の素描であった11)。」と指摘されているが， リト）レトン
は「会計原則試案」公表時のAAAの常任委員（幹事兼会計係）の立場でもあっ
たのである12)。
リトルトンのペイトンとの共著として， 1940年公表の「会社会計基準序説」
は， AAAの「会計原則試案」についての基礎的理論の摘要を論述しようと意
図したものである。それは会計基準をかくかくのものとして叙述することでな
くて，会計の基礎的な概念を総合的に織りなして，脈絡のある，相互に斉整せ
られた，首尾一貫した理論体系の確立が目標とせられたのである。この理論性
こそ会計基準の基底でありその規範性をなし，会計理論の体系の中にて若し必
要とあれば，会社会計基準要綱—会計基準という形式で簡潔に表現し得るも
のと考えられたのである 13)0 
10)黒澤清，前掲書， 229-233頁。
11)黒澤清，前掲書， 233頁。
12)中島省吾，前掲書， 78頁。
13)ペイトン， リトルトン共著，「会社会計基準序説』中島省吾訳，原著者序。
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「会社会計基準序説」はもちろんリトルトン一人の所説ではないが，その構
成と内容の基礎的な概要を検討し，会計原則概念を考察する。
会計の重要性は会社企業の発達と共に増大したものである。特に有望企業に
対する出資証券の大衆化により外部より資本が集められ，企業経営の巨大化複
雑化に伴い，その経営は専門の経営者に担当せしめられるようになり， ここ
に，資本と経営の分離が顕著になった。資本投資は社会に有用なまた有能な経
営者による好ましい企業が選択せられて投下されるのは当然である。会社企業
の発達と共に企業の利害関係者の層が出資者経営者より更に拡大せられて，企
業経営の社会性公共的性格が増大したのである。このような利害関係者の利害
調整のための資料が企業会計によって求められるのである。社会的に重要な企
業会計の報告資料が適正であるかどうかの検査役としての公共会計士の職能も
社会的に極めて重要となった。適正なる企業会計実践のために，またそれの公
共会計士の監査の基準として会計諸基準を必要とする。このような，出資と経
営の分離，会社経営の公共的性格，職業的会計士の立場の三つの事情を前提に
して，会計基準論述のための六つの基礎概念と仮定の概念をとりあげている。
基礎概念とは会計理論形成のための基礎的な概念であり，云わば，公準
(Postulate) , 基本的な仮定，前提 (assumption)をなすものである。上記の
ような社会的，経済的，企業経営的，また会計の職能より形成せられた六つの
基礎概念は次の如きものである。
企業実体，事業活動の継続性， 測定された対価，原価の凝着性，努力と成
果，検証力ある客観的な証拠。
企業実体は出資当事者から別個のそれ自身独立した制度である。出資者，債
権者，経営者，従業員，課税当局等法的に経営的に企業を構成するものもあれ
ば，それぞれの立場にて企業に結接する。企業自体は経済的行為を営む実践体
であり，したがって会計実践の主体でもある。先ず会計主体としての企業実体
を認識し， 次で， 事業活動の継続性として企業活動の性格を述べている。• こ
れは会計測定に関してこの概念が決定的に関係するからである。測定された対•
408 闊西大學『継清論集第28巻』第1・2・3・4号
価，原価の凝着性および努力と成果の概念は会計としての測定に関する概念で
ある。会計実践の対象は企業の経済活動に資料を求める。この種々多様な資料
を会計過程にとり入れてくるためには同質的に一貫的に数量的に表現せられね
ばならない，すなわち，測定された対価一~価額総計として把握せられねばな
らない。企業の経済活動にて経済財貨等が労働や用役を加えて新しい財貨に変
転する。よって，これは原価構成の状態を凝着的に考えて用いられたのであろ
う。財貨等に対する原価の配分結合に関する計算の前提をなすものである。努
力と成果は企業活動の継続的な流れの中にて，期間的な経済的価値犠牲として
の費用と経済的価値成果としての収益の認識測定，特に努力（費用）と成果（収
益）の対応関係において利益を測定する理念，会計における基本的な測定の方
式の前提をなす概念である。
以上のような意味にて，企業会計の六つの基礎概念については，会計は行為
実践であるため，その実践主体としての企業実体，その行為としての方法は測
定にあるので，測定された対価，原価の凝着性および努力と成果の概念を措定
している。それに企業実体—会計実体の性格的条件としての，測定行為を規
制する事業活動の継続性概念をとりあげている。かく考えると，これら六つの
基礎概念間の相互関係は，企業実体における期間損益計算の体系として統一せ
られ得ると思われるが，この「序説」では，充分にこれが論述せられていないよう
である。またこれら基礎概念の形成についても，その形成過程と論理的説明が
充分でない。中島教授が，「結論的に云えば， そのような理論性の基礎につい
ては， AAA会計基準もまた「序説」も積極的な説明をほとんど試みていな
い。それらは，いずれも，まず方法論を吟味するということはやっていない。
そこでは，理論的であることの必要性が強調されたのち，ただちに，結論的あ
るいは断定的にそれぞれの会計基準が提示されている。その基準が導き出され
るまでの論理的プロセスはきわめて飛躍的であるかのような印象をうけるので
ある。それゆえ，このような『理論性』についての吟味は，会計基準の内容か
ら推定して行うほかはない14)。」と批判せられているのであるが，筆者も同感
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である。
「序説」においては，基礎概念を受けて原価，収益，利益，剰余金について
の基準としての各細部的項目を論述している。然し，基礎概念の形成過程や相
互の関連性，また基準の形成の過程やその論理について触れていない。ただ，
基礎概念に関する討論がやや詳しく行われ， 15) それを受けて基準としての細
部項目を詳しく論述する，すなわち，設定せられてある基礎概念を大前提とし
て，設定せられある，また設定せられるべき基準としての諸項目を演繹的に論
評するという方式をとっているのである。 AAAの1936年の「会計原則試案」
においてはこの点が不完全であったものを，この「序説」において評論せられ
ているのが特色であろう。したがって「会社会計基準序説」では，基礎概念の
形成とその論理性，会計原則ないし基準の形成とその論理性については充分述
べられていないのである。
IV リトルトンの会計構造観と会計原則の形成理論
「会社会計基準序説」における会計原則ないし基準についての首尾一貫した
理論性の論述に関して若干不備が認められるが，リトルトンのその後の1930年
後半より1950年代にかけての会計原則に関する彼の諸論文，特に1953年出版の
彼の著作「会計理論の構造」 (Structureof Accounting Theory)を中心として
考察してみよう。
リトルトンによれば，会計は行為，行動であり，その行為の対象は経済的で
あり，その方法は統計的と述べるように，1) 会計は企業の経済的活動に関して
価格計数的に把握測定し，有意味的な財務報告書を作成する一連の総合的な人
間の行為に関するものである。その測定の中心的機構をなすものは勘定であ
る。この勘定は左右両側勘定 (bilateralaccount)であって，各勘定は借方貸方
14)中島省吾，前掲書， 161-162頁。
15)中島省吾，前掲書， 162頁。
1) A.C. Littleton, Structure of Accounting Theory, 1953, 大塚俊郎訳， 14頁。
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として左右両側に分類集計せられ，各取引は貸借二面に分類せられて集積せら
れるために，取引を全体的に把握処理すれば各勘定が相互に補完的に総合せら
れる仕組になっている。すなわち，左右両側勘定としての実在勘定と名目勘定
が全て総合せられて，あらゆる企業の測定に適用せられるべき損益計算構造が
形成せられるのである。
左右両側勘定としての複式簿記が測定のために適用せられるべき会計の実践
過程について，リトルトンは職能的に体系化せられた会計構造を想定してい
る。
彼は会計の全体構造を静的な組織 (structure)領域と動的な業務 (operation)
頷域によって成立すると考えている。組織は会計目的すなわち企業資料を分類
し報告するための用具的なものであり，業務は会計組織を通じて企業資料を適
切に処理するという分析的行為に関するものである。会計組織領域としては，
取引 (transactions),勘定 (accounts), 財務諸表 (financialstatements)にて成
り，会計業務領域は， 記帳 (booking),配分 (apportioning),監査 (auditing)
の諸領域より成立する。これらの諸領域は組織と業務が交互に，すなわち，取
引，記帳，勘定，配分，財務諸表，監査という順序に円環的に配列構成する。
これらの要素領域は互に隣接要素にのみ関連するのではなしに，他の全ての要
素領域に関連している。取引は原初的資料を価格総計として把握して爾後の会
計実践に資料を提供するものである。勘定は取引資料が分類記帳されたものを
集計のための範疇である。財務諸表は測定の最終過程として分類集計せられた
資料を財務報告書として企業関係者に報告するためのものである。これらの組
織要素の各々の間にあって，会計実践上，結合媒介的役目をするのが会計業務
の諸要素である。而して，会計業務としての会計過程は，前に記したように，
動的な業務を示すものである。記帳は勘定に記入される為の取引事実としての
素材を，借方，貸方に分類するための分析を行い，配分は資料を会計期間に区
分するための分析であり，会計監査は各組織要素にあらわれた資料について，
記帳，配分等の会計業務の適正性を検査批判する業務である。これらの一要素
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と他要素との相互関係について，例えば，記帳という業務は取引として認識し
価格づけられた資料を貸借に分類する働きであり，この業務の媒介によって，
価格づけられた取引資料が分類せられて，組織としての勘定中に示されること
になるのである。これらの記帳の正否が配分にも関係し，また，財務諸表の正
否にもかかわるものである。したがって監査の対象にもなる。このように，一
要素は隣接要素に対して直接に媒介結合的関係を有すると共に，他の非隣接要
素に対しても関連性をもつものである2)。
以上の平面的な構造が更に会計目的を指向した立体的な構造領域が想定せら
れるのである。その構造は，企業の中の多数の個々の事実，すなわち，書類，
取引，権利，其の他から成る広い基盤から始まるものである。その個々の事柄
のすぐ上は，若干の目的や目標に向っている諸行為である。それは前に述ぺた
取引，記帳，勘定，配分，財務諸表，監査の各領域における，それらについて
の行為である。 これらの行為の諸目的（中間目的）は，諸行為が構造上次の段
階を占有するのを正当化するものである。諸目的に続くものは諸目的に対する
理由（先行目的）である。最後に，会計の基本的中心目的として頂点をなす段
階になる。たとえば，最下層の諸行為において具体的に記帳という要素をとり
あげてみよう。この領域における主たる職能は「取引の借方貸方への分解」で
ある。その上に中間目的として「価格資料を勘定資料に転換すること」が考え
られ，さらにその上に先行目的として「準統計的分類の特殊な類型（複式記入
勘定）へ記入するために経済的資料を準備すること。」と抽象化せられ，最終
的には，六つの全要素領域の全体的統一的目的である「資料を手段として企業
の理解を容易にすること」を指向するものである。会計実務としての諸行為の
階層より構造的に上へたどるぺき思考は帰納的接近であり，その逆は演繹的接
近であるa)。
2)同訳書， 169-176頁。
3)同訳書， 179-185頁。
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以上のような，会計実務の実践構造は歴史的発展の結果，今日，認識せられ
るところである。このような実務，会計事象を対象として解釈説明する知識体
系が会計理論である。現実の長い歴史的発展において会計実務が行われ来っ
て，実務の中に慣習や通則が生じ，それらが複雑化し，その過程において最初
試み的な行為の結実であった会計通則が重要性を帯びつつ発展し，ついに予定
されている会計実践における指標となるに至るのである。 この通則が会計事
象，実務実践構造の中にて，批判考察せられて，全体的な首尾一貫した会計の
理論体系の中における諸理念間の相互関連的な重要な理念として認識せられ
て，そこで，簡潔な用語にて表明せられた場合，会計原則が形成せられるもの
とリトルトンは考えている4)。彼はまた，「しかしながら，会計においても真
実が存している。周到に定義された分類，細密に区画された区分，明確に認識
された目的，強度に意識された資料間の関連性のような要因に依存する真実が
存する。 これらの真実， これらの有意味的関連性は，周到に成文化された場
合，会計原則が生起しつつあるのを見うるのであるll)。」と述べるように，首
尾一貫した会計理論の体系の中に会計の真実性を認め6), また，このような体
系の中にこそ会計原則が形成せられるものと考えているのである。
リトルトンの会計原則形成の理念については斯く理解し得るのであるが，次
に，具体的に会計原則形成の事例をとりあげて考察することにする。
〔第1例）
彼の著書，論文において，よく他の事柄，生物学，物理学，医学，はては，
戦争概念まで引用して， 類比的に会計理論を論述しているのであるが， それ
は，彼が碩学らしく一向に不自然でない。リトルトンはウィラー，ニコルセン
の戦争に関する諸原則に範をとって会計原則の形成を論じている。
前に述ぺた会計実践過程の構造における六つの領域について，領域相互の関
4)同訳書， 180頁。
5)同訳書， 201頁。
6) A. C. Littleton, Essays on Accountancy, p. 378. 
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連を示すために，おのおのに標題を付して簡潔に記述すれば，
(a) 取引は，その本質的事実が数学的ならびに統計的範疇によって処理され
うるように，同質的表現を用いて行われねばならない。
(b) 財務諸表は，取引に関して集約された数量的報告を行うものである。
(c) 勘定は，統計的（分類）範疇として機能するものであり，取引の本質的
事実と，これら諸事実の要約された報告とを連結するものである。
(d) 薄記は，会計目的上，取引を処理するための機構，方法，通則を与える
ものである。
(e) 配賦は，周到な期間的精査も行い，また必要な場合には，すでに分類さ
れた取引事実を諸勘定間に再配分するものである。
(f) 検証は，企業の会計方法を再吟味し，財務諸表中に報告されている資料
に対して，批判的判断を行うための監査技術を提供するためのものであ
る。
これらの基本的概念を原則と呼ぶことは必ずしも不適当でないとして，これ
らを次の会計原則に表明している。 (a)投下原価の原則， (b)説明的要約の原則，
(c)同質的範疇の原則， (d)範疇による分析の原則， (e)期間的発生・繰延の原則，
(f)批判的再吟味の原則7)
上記の(a)(b)(c)(d)(e)(f)の配列は，前に記した会計実践過程構造の取引，記帳，
勘定，配分，財務諸表，監査という順序とは異る。最初に組織的要素のものを
ならべて，その後に業務的要素を一括して配列されている。しかも組織的要素
においては，最初に基礎的資料の取引を，次に資料的報告書としての財務諸表
を最後に分類範疇としての勘定を配列しているのである。
これらの六つの領域に関する原則を，ニコルセンの戦争原則にならって，一
つの循環形態として結合し得るとして， (a)ー (c)一(d)ー (e)一(b)一(f)なる配列を示
しているs)。 これは察するに，「(a)基礎的資料としての取引は， (c)統計的分類
7)大塚俊郎，前掲訳書， 256-257頁。
8)同訳書， 257頁。
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範疇である勘定という方式により， (d)複記式の簿記によって貸借に分類し， (e)
更に期間的配分という処理によって， (b)資料的報告書としての財務諸表が作成
せられる。 (f)財務諸表の批判的吟味は他の全ての要素領域に遡り関係するもの
である。」というように，各要素領域としての諸理念間の相互関連性を示すぺ
き意図としての配列ではないかと思われる。然し，各領域としての諸理念間の
相互関係を上記のような循環形態に編成することは意味のあることと思われる
が，前の会計実践過程の各要素領域の構成が最も自然な会計実践形態に即した
循環形態であると私は考える。
本例において，会計実践過程の六つの領域は，会計全体として極めて総合的
な会計の組織と業務についての要素領域であるが，各領域は会計の実践目的に
適合して体系的に相互に関連しながら組成せられている。よって，このような
理念は会計理論として極めて基礎的な重要理念であるので，成文化によって会
計原則となし得る例である。
（第2例）
社会的，企業経営的に企業利益の重要性が認識せられ得るので，企業利益概
念を仮説として会計の中心目的に設定する。本概念は他の諸概念に比して企業
経営において特有的，制限的であり，この性格を手掛りとして指標に用いて，
次のように述ぺる。
「信頼しうる期間的純利益の額を決定することに対する一般的要求は，損
益計算書を企業会計における最も重要な成果とさせる。」
この仮説が確信的にじゅうぶん論議されて，適切な語句によって表現される
ときは会計原則，すなわち，期間的対応の原則となりうるのである。
「多くの使用目的上，会計からえられる最も重要な資料は，企業努力を企
業成果に対して期間的に対応するという手段による，収益に対する賦課（費
用）と発生収益（収益）とである9)。
9)同訳書， 32-33頁。
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この原則は会計実践過程の構造において統計的測定のために適用せられる，
左右両側勘定としての複式簿記の損益計算方式が適合する原則である。リトル
トンは，企業利益が重要であるが，しかし，これが会計の中心目的として即断
し得ず，また，社会的経験的な人間の活動としての会計の目的に関する事柄で
あるので，仮説としているのであろう。そしてこの仮説を，確信的にじゅうぶ
ん論議されて，会計原則が形成し得るのである。そのためこの原則は会計の最
高の目的概念であるため，企業概念より論証せられねばならぬのである。よっ
て企業概念を全体的に輪郭づける次の四つの概念，すなわち，企業用役概念，
企業総体概念，企業期間概念，企業努力および成果概念をとりあげている10)。
これらの企業諸概念を前提として，企業目的としての企業努力および成果概念
の重要性を演繹的に論述しているのである。企業努力および成果概念には複式
簿記の計算方式としての費用収益対応の概念が適合するものとして，ここに企
業概念と会計概念の結接点を見出している。社会的経験科学としての仮説を会
計概念ではない企業概念を前提として論証したのであるから， リトルトンは敢
えて「確信的」という語を使ったのであろうか。
（第3例〕
会計実践過程での計算測定方式として適用せられる複式簿記機構において，
細部的に会計に関する基本的事実を表現している若干の簿記慣習がある。例え
ば，「元帳諸勘定は，相互に独自の方法によって補完するものである。」という
事柄である。元帳諸勘定が相互に密接に補完的であることは既に古くから確立
されている慣習的事実である。この勘定間における補完的作用は複式簿記にお
ける特徴であり，左右両側勘定として展開して，二面的に諸勘定が総合せられ
るという方式が慣行的に生じたものである。
この勘定総合（補完）作用の慣習を指令として記述すると，
「企業の各勘定の内容は，勘定が相互に密接な総合的分類形式を形成しう
10)同訳書， 35-38頁。
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るような方式において定義すること。」
この指示の論拠となる理由を付加して，次のような会計通則が形成せられ
る。
「企業の各勘定内容は，これら勘定が総合的分類形式を形成しうるような
方法で定義すること。なぜならば， このことは企業活動の経済的成果（収益
と費用）と財政的成果（資産と負債）とを総合している記録資料を， 後日にお
いて使用する場合に重要となるからである。」
この通則から簿記の目標は経済的取引ならびに財務的取引についての勘定統
計を有効に総合しうるものでなければならないという考え方が生じる。このこ
とは，会計資料を利用する全ての利害関係者がひとしくそのように思うことで
ある。このため，損益計算書と貸借対照表とは統一せられていなければならな
い。たとえば，売上収益を含んだ報告と，それに関連して，売掛金を含んだ報
告を得ることが重要なのである。
よって，これら二つの理念を総合して，次のように会計原則として成文化し
得るのである。.... 
「成果総合の原則。企業の勘定が相互関連的に適切に設定されている組織
は… ··•(a)企業の投入ならびに産出活動が企業財産に及ぽす経済的成果，およ
び， (b)将来に影響を与える企業契約が，企業財産に及ぽす財務的成果につい
ての諸記録を総合させることを可能とするものである11)。」
中世に複式簿記が生成した段階にては，このような補完的な相互関連形式が
論証せられていたものではなく，試行錯誤的に，慣習的に長年に亘り，複式簿
記が総合的に構成せられてきたのである。 この補完的な簿記の慣習（薄記の処
理や組織設定について長年に亘って慣習となった事実）が指令（命令を与えるもの，指
示）の形に示され，更にこれが非公式な方法，すなわち，通則（慣習的に成立し
た単なる指令よりも，その必要性が認識せられ，理由づけられて一つのルール，方法とな
11)同訳書， 280-282頁。
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ったもの。）となる。この通則が会計（薄記）の目的に適合し， 簿記において生
成した二つの重要理念，すなわち，経済的取引と財務的取引が相互関連的に統
ーするという，簿記組織に関する原則の形成を示している。この原則は複式簿
記の組織設定の原則であるため，左右両側勘定より展開して，貸借に分類し統
ーする複式記入の本来の性格に適合せしめた原則であると云える。また，長年
の慣習的な簿記処理や組織が事実に適合してそれが通則となり，更に重要なる
関連的理念たる会計原則に展開する，帰納的形成の例である。
v 会計原則概念とその他の若干の問題
リトルトンにおける会計原則概念は，その形成において会計実務の慣習的集
積よりの概念の原則化であるため，全体的にみて帰納的形成が多いが，先の第
2例のように演繹的な形成に属するものもある。また帰納的形成といっても，
原則化の段階において，目的や基礎的な概念を前提とする演繹的思考による批
判や論証が繰り返されるのである。
「一般に認められた会計原則」のような権威としての表明 (thepronounce-
ments of authority)についてのリトルトンの見解は次のように理解せられ得
る。彼は，権威的な表明はとりもなおさず真実なものであるのかと設問して，
権威にも種々なものがあるが，会計原則としての権威は法や裁判所の決定の如
き権威よりなるものではなく，その所与の表明はよく考慮せられ合理的な提案
として人々を納得させ得べき威信より導出しているものと考えているのであ
る。そして，その権威の真実たるべき試験 (thetest of truth)は論理的な関連
性 (logicalrelationship)の中に存在するところに求めている1)。
円熟した人々により年代と経験に基礎を置いて慣習的に成立した表明は力強
さを持っているが，しかし，それに対して，時代的にも情況が変化するもので
ある。このような表明の中に会計原則を探し求めるかわりに，演繹的分析にも
1) A.C. Littleton, Essays on Accountancy, p. 373. 
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頼るべきであるとしている。それは，諸原則をそれら自身が明らかに承認でき
るものである前提に論理的に連接されているテストにかけるのである。ところ
が，この演繹的な法論は必然的に真実なものではないのである。それは論理的
推論の法則によって妥当な結論であっても，先行の前提が真実でない為に結論
の正当性を失うのである。しかし，種々の提議，提案，前提等の理念の考察に
より，会計における相対的な真実性が期待せられ得るのである。 2)
真実についての試験は自然の法則との一致の中に存在する。真実は自然の限
界内における働きであり，虚偽はその限界の外側において試みられた行為であ
る。このような自然科学の法則と同じように経済の法則，企業の法則が存する
のである。そして企業における経済的な成功はそれらの法則によって規定せら
れた限界内における行為の結果として生じたものであり，失敗はそれらの法則
の違反として理解し得るのである。われわれはこの成功失敗の限界線(limiting
boundaries)を見るべきである。かくして， これらの限界線が公式あるいは法
則を表現し得るならば，それらの表現は企業の原則となり，ひいては，会計の
原則ともなるというのである3)。
会計の真実性の究明に関しては科学（自然）から多く学びとれるのである。
それは，客観的に決定せられた事実は，未だ確証されていない個人的な意見や
願望等よりもさらに真実に接近するものである。たとえば，計算せられた利益
は，利害関係者等の個人的意見の表現ではなく，主として，客観的に決定され
た確認（証明）できる事実の上に基礎を置いている非個人的な計算である 4)0
会計は企業経営における個々の取引としての経済事象について測定（分類集計）
して会計的資料を求めるものであるが，この会計的資料は原初的資料の単なる
分類ではなく，分類以上のものである。 これが分類以上のものであるために
は，客観的に有意味的に分類せられて，有意味的に総合せられねばならない。
2) Ibid. pp. 373-374. 
3) Ibid. p. 374. 
4) Ibid. p. 375. 
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このように， リトルトンは，事実に基づく検証可能な有意味的に首尾一貫した
合理的な自然科学的5)な統計的真実性の表現として会計原則を考えているので
ある。かくして，彼は「会計基準の決定，および，総合された原則への会計知
識の公式化は，この進化において演じるべき重要な役割をもっている。その役
割は，原則と基準は，真実の認識および非真実の区別において重要な助けにな
るものである故に重要である。」6)と述べている。
リトルトンは会計原則を，概念，理由，定義と共に理論の用具として，会計
上の目的を指向した，諸理念間の重要な関係を簡潔な用語にて示した解釈と規
定するのである。原則は主題である広範な領域中の本質的理念を簡潔に取り扱
い，関連的な理念の組成を容易にし，理念間の重要な相互関係をよく示し得る
がため，理論の用具として非常に有用なものとしている7)。
会計実務の用具として，技術，手続，慣習および基準を規定している。技術
は多種多様の適用性をもつ行為に関する熟練的方法であり，手続は会計技術が
一般的に適用される場合の一群の方法あるいは一連の活動である。慣習は一般
の同意，または，暗黙の了解によって幾分任意的に決定されるところの慣習的
通則，規則または必要条件としている。基準は妥当な処理のための規範であ
る。これら実務の用具としての関連的意味は，手続は熟練的技術を適用して，他
方に慣習に随って，更に基準の規範を受けつつ実務が行われることになる8)。
この場合，会計通則は実務の用具として慣習と基準の中間に位置するものと考
えてよい9)。あるいは，時として技術，手続，慣習の三つの概念が通則に包含
されることもある10)。
会計原則と会計基準を異なる概念として区別するのがリトルトンの特徴であ
5) リトルトンのここに言う「自然科学的」は会計理論（原則）の事実に適合した客餓的
自然法的性格を意味するもので，社会科学としての領域を否定するものではない。
6) Ibid. p. 375. 
7)大塚俊郎，前掲訳書， 214-217頁。
8)同訳書， 208-213頁。
9)同訳書， 214頁。
10)同訳書， 225頁。
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る。彼は「会社会計基準序説」の批評家の，何故原則という語を避けて基準と
いう語を使用するのか，また，通則は原則または基準と同義語であるのかとい
う疑問に対して，「これらの用語は同義語ではない。；各語にはおのおのの働き
を持っている。一つの通則は，いかなる行為がとられるぺきかを指示をする。
原則は，通則の現在の在り方に対する疑問に密接に関係している。会計理論の
ある重要な面が一つの文に結晶された場合，その結果は一つの原則の表明とな
ろう。しかしながら，通則と原則は会計理念の簡潔な表現という問題を解決し
ないのである。われわれは，基準が行為に関する多くの方式の相対的な妥当性
を比較するための基礎の提供を期待せられているが故に，なおその上に，基準
を必要とするものと私は考えている。…… 11)」というように答えている。こ
の解答をみても通則，原則，基準は同義語でなく別個な概念と考えていること
がわかる。その理由は，各概念それぞれ会計概念として独自の働き職能を有す
ることであるとしている。会計基準は，①与えられた環境において会計実務が
行われる場合の適正処理のための規範をなすものであり，②実務の処理を不変
的に厳格に制約するものではなく，情況によって離脱，変更の標点となるもの
である。
会計原則は理論構成の用具であり，会計基準は実務実践の規範である。然
し，両者同ーな面は理論性を本命としている点である。基準は実務の用具であ
るため，原則のように理論性に徹し得ず，情況によって離脱変更が許されると
いう条件がついている。但し，離脱変更の程度が問題でその接点となる所に意
味がある。
リトルトンにおいて，会計原則の形成の論述については詳しいが，会計基準
の形成については殆んど述べられていない。会計原則の形成において，慣習よ
り通則，さらに原則へと展開せられるが，逆に，形成せられた原則が基準とし
て適用せられるものか，明確に述べられていない。
11) A.C. Littleton, Essays on Accountancy, pp. 378-379. 
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VI 結語
会計原則が「一般に認められた会計原則」という言葉にて使用せられた当初
は，それは当時の多くの有力有能な会計専門家達に一般に認められ普及してい
るという意味において，会計原則の規範性としての権威を認めているものであ
った。ところが， これでは，実務的にも適正な会計処理のためには明確でな
く，理論的にも合理性を欠くものであった。
このような事情において，アメリカ会計学界では，会計原則問題が会計理論
．における中心的課題の一つとして論議せられ， AAAやAI A (AICPA)を中
心として多くの研究成果やスティトメントが公表せられ今日におよんでいる。
会計原則としていち早く公表せられたのは AAAの1936年の「会計原則試
案」である。これは，原価，利益，資本の三つの中心的概念のもとに，これら
の領域に関する個々の原則概念を表明したものである。会計原則としての論理
体系は，期間損益の測定という構想のもとに，個々の原則の構成が企図せられ
ているものと推測せられる。実務の規準としての会計原則の規範性は，実に首
尾一貫した会計理論を体現した理論性にあると考えるぺきである。しかし，こ
のAAAの「試案」は，何分，会計原則事項の簡約的成文化であるため，理論
的に詳細に論述していない。
AAAの「会計原則試案」の公表を契機として，多くの批判が続出したが，
リトルトンのペイトンとの共著である「会社会計基準序説」はこの「試案」を敷
術的に論述しているように思われる。最初に六つの基礎概念を設定し，これを
前提として会計基準諸項目を演繹的に詳しく論述するという形をとっている。
その理論体系は取得原価を基底としての発生主義の立場であり，費用収益対応
による損益計算構造を意図している。しかし，基礎概念の形成の論理や過程，
および基礎概念相互の関連性，原則形成の方法論等充分が述ぺられていないの
で， リトルトン一人の学説ではないが，全体的にみて，一般的でありやや弱さが
ある。
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リトルトンの1930年代より1950年代に至る諸論文，および著書「会計理論の
構造」において会計原則概念が結実している。人間の行為である会計は，その
対象は経済的，方法は統計的であるとして会計実践過程の構造を想定してい
る。その構造は最高の目的を指向しながら，基本的な六つの要素領域が互に円
環的に接続する。各領域は相互に関連的であり，会計行為の総合したものであ
り，秩序的に展開する。この要素領域全体の測定理念は左右両側勘定より展開
した複式簿記である。しかも，これらの会計実践構造やその構造における測定
理念は歴史的に成立したものである。会計原則はこのような構造の中に形成せ
られるのである。会計原則は会計実践過程の構造における目的を指向した諸理
念間の重要な関係を簡潔な用語にて示した解釈と規定している。その形成は要
素領域の何れの場所にてもよく範園の広狭に関係はない。また，測定理念とし
ての簿記原則も形成せられている。（第3例）会計実践過程の構造領域は歴史的
生成のものであるので，原則は帰納的形成とみられがちであるが，その過程に
おいて，演繹的思考がそれだけ充分に加えられている。
リトルトンの会計原則は「一般に認められた会計原則」より，首尾一貫した
会計実務実践構造における重要なる関連性を示すべき理論概念としての原則に
昇華して，会計基準と区別せられている。会計基準の規範性は会計原則概念と
同じくその理論性にある。然し実務の用具であるから， その適用において離
脱，変更が認められ，その基点となる性格をもつのである。リトルトンにおい
て，理論の用具として形成せられた会計原則が実務の用具としての会計基準に
適用せられるかどうかについて，明確に述べられてはいないが，実務と理論の
相互関係より，当然，適用せられるべきものと理解し得るであろう。
アメリカ合衆国における会計原則の展開の中に， リトルトンの会計原則を概
観してきたが，会計原則の規範性は理論性にあるべき原則形成に一応成功して
いるようである。然し，その後20年を閲した今日，このリトルトン説はあなが
ち全般的に受け入れられていないようである。その理由は何故に存するのであ
ろうか，このような疑問を残しつつ一応この稿を終ることとする。
